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関係都県廃棄物行政主管部 (局)御 中

環境省大臣官房廃棄物 ・リサイクル対策部

廃棄物対策課

産業廃棄物課適正処理 ・不法投棄対策室

一般廃棄物焼却施設における焼却灰の測定及び当面の取扱いについて

東京都の一般廃棄物焼却施設の飛灰から8,000Bq/kgを超える放射性セシウム

(セシウム 134及びセシウム 137)が検出されたことから、東北地方及び関東地

方等の一般廃棄物焼却施設における焼却灰 (主灰及び飛灰)の 測定を要請する

とともに、当面の取扱いについてお知らせする。各都県においては、その内容

につき御理解の上、管内市町村等への周知方よろしくお願いする。

(1)焼 却灰の測定

すべての一般廃棄物焼却施設の飛灰に含まれる放射性セシウムの濃度を測定

する。参考として、同時に主灰についても測定することが望ましい。なお、飛

灰が 8,000Bq/kgを超えるおそれがある場合には、主灰の測定を行 う。

また、測定結果が 8,000Bq/kgを超えた場合、又は8,000Bq/kgに近い値 とな

つた場合は、一定の間隔 (lヶ月程度)を おいて、測定を継続することが望まし

い 。

(2)当 面の取扱い

今回の東京二十三区清掃一部事務組合による焼却灰の放射能濃度の調査の結

果を受け、環境省において早急に焼却灰の処理方法を検討することとしている。

検討結果がまとめられるまでの間、焼却灰の取扱いは下記のとお りとする。

ア 8,000Bq/kgを 超える主灰又は飛灰については、一般廃棄物最終処分場 (管

理型最終処分場)に 場所を定めて、一時保管する。一時保管の方法は、「福

島県内の災害廃棄物の処理の方針」(平成 23年 6月 23日 )に 準拠する。

イ 8,000Bq/kg以 下の主灰又は飛灰については、一般廃棄物最終処分場 (管

理型最終処分場)に 、埋立処分する。念のための措置として、可能な限 り、



飛灰 と主灰の埋立場所を分け、それぞれの埋立場所が特定できるように措置
する。

ウ また、8,000Bq/kgを超える主灰又は飛灰が確認 された場合は、一時保管
場所付近での空間線量率及び埋立地の」1水のモニタリングを実施する。

工 埋め立てた主灰又は飛灰の濃度 レベルによって、跡地利用に制限がかかる
場合がある。

(参考)「福島県内の災害廃棄物の処理の方針」に定める一般廃棄物最終処分
場 (管理型最終処分場)で の一時保管の基準

1 埋立場所を他の廃棄物 と分け、埋立場所を記録する。
2 土壌 (ベン トナイ ト等)で 30cm程度の隔離層を設けたうえで、耐水
性材料で梱包等 した飛灰を置く。

3 雨水浸入防止のための遮水シー ト等で覆 う、あるいはテン トや屋根
等で被覆する。

4 即 日覆土′を行 う。
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